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１　研究成果の概要
（1）本研究の目的

　本研究の目的は，学校事務の共同実施を導入

した県（佐賀県，三重県）を対象に，学校事務

職員の勤務実態調査を行い，共同実施の実態を

明らかにするとともに，その定着のための条件

を解明することであった。

（2）研究の経緯

　勤務実態調査を行うため，佐賀県公立小中学

校事務研究会，三重県公立小中学校事務研究会

に受入を打診した。その結果や経費を考慮し，

佐賀県については悉皆調査，三重県については

200人を対象とする抽出調査とした。佐賀県に

ついては，平成27年11月30日から12月 4 日

の 5 日間を調査期間とし，三重県については，

平成28年 1 月18日から22日の 5 日間を調査

期間とした。回収率はそれぞれ，佐賀県100％，

三重県99.5％であった。

　アウトリーチ活動として，平成28年 2 月20

日に学術セミナー（「学校事務の共同実施最前

線―適正な学校のタイム・マネジメントにむけ

て」）を開催した。セミナーには，佐賀県，三

重県の学校事務関係者のほか，全国の学校事務

関係者，研究者，行政職員が参加した。セミ

ナーでは，二県の調査結果速報が報告されると

ともに，佐賀県の学校事務職員から，学校事務

の共同実施，学校事務職員の労働実態について

の報告もなされた。

（3）主な研究成果

　調査の結果，以下のことが明らかになった。

　まず，佐賀県・三重県の事務職員の 1 日の

勤務日については，二県の学校事務職員の平均

的労働時間が 9 時間前後であること，残業が

平均して 1 時間程度であることが明らかに

なった。

　つぎに，共同実施としての業務であるが，二

県の間で相違点が見られた。すなわち，三重県

では，給与関係業務に力点を置いた共同実施業

務という側面が強く観察されたのに対して，佐

賀県では，他校の全般的な支援という側面が強

く観察された。なお，今回の調査は二県で調査

を行った時期が異なるため，厳密な比較は困難

という点に留意が必要である。

　さらに，小中一貫校に注目した集計結果から

は，小中一貫校の学校事務職員が小中一貫校で

はない学校の事務職員と比較して多忙であるこ
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とが判明した。つまり，小中一貫校の学校事務

職員は，そうでない学校事務職員よりも労働時

間が長く，負担感も強いことが明らかになった。

　最後に，共同実施の成果と課題については，

成果としては，若手育成，情報共有，事務の正

確さ向上という側面が認識されていることが分

かった。他方，課題としては，学校・共同実施

グループ間の業務量に差が存在することが指摘

できる。

　本研究の最大の成果は，従来全く調査研究の

対象から外されてきた学校事務職員の勤務実態

について，確度の高い量的な調査手法を適用し，

実証的に明らかにしたことである。

２　学校事務職員の勤務実態調査集計結果

の概要
（1）調査で明らかにしたい事柄

　本調査を通じて，以下のことを明らかにしよ

うとした。まず，勤務日 1 日の業務実態であ

り，具体的には，1 日の労働時間の概要，1 日

の業務内訳である。1 日の業務内訳の分析とは，

平均してどのような業務に多くの時間が割かれ

ていたかを明らかにすることである。その分析

では，校種別（小中学校別），職位別に労働時

間を集計する。他方，共同実施グループ別の業

務時間の差異をも明らかにしようとする。これ

は共同実施グループを集計単位として，労働時

間の最小値と最大値に着目する分析である。こ

れら量的な労働時間調査にくわえて，学校事務

の共同実施の下での学校事務職員の意識につい

ても調査を行う。具体的には，業務全般に対す

る意識，共同実施に対する事務職員の意識につ

いて調査を行う。

（2）集計結果

1）勤務日 1 日の業務実態

　勤務日の労働時間を勤務時間内と勤務時間外

に分けて集計した。その結果，佐賀県で勤務時

間内に 7 時間42分，三重県で 7 時間46分で

あった。勤務時間外では佐賀県で 1 時間23分，

三重県で 1 時間 5 分であった。つまり，勤務

日の労働時間合計は，佐賀県 9 時間 7 分，三

重県 8 時間52分であった。

　勤務校に関する業務と共同実施業務に分けて

集計した結果は以下の通りである。佐賀県では，

勤務校に関する業務が 8 時間 0 分，共同実施

業務が 1 時間 7 分であった。三重県では，勤

務校に関する業務が 6 時間55分，共同実施業

務が 1 時間57分であった。

　校種別の労働時間は以下の通りである。佐賀

県の小学校勤務の事務職員については，9 時間

0 分，中学校では 9 時間18分であった。これ

に対して小中一貫校に勤務する事務職員につい

ては，9 時間31分であった。三重県の小学校

勤務の事務職員については，8 時間50分，中

学校では 8 時間58分であった。両県ともに小

学校事務職員に比べて，中学校事務職員の方が，

平均労働時間がわずかに長いことが明らかに

なった。また，佐賀県の結果から指摘せざるを

えないが，小中一貫校の事務職員の平均労働時

間は，小学校はもちろん，中学校の事務職員の

労働時間を上回っている。

2）勤務日 1 日の業務内訳（佐賀県・小学校）

　勤務日 1 日の勤務校に関する業務の内訳に

ついての集計結果は以下の通りである。合計

（事務長，事務主任，事務主管，主査，副主査，

主事）では，1 番目に長い業務は「上記に当て
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はまらない業務」で 1 時間29分であった。こ

の「上記に当てはまらない業務」とは質問紙に

掲げた19種類の業務に当てはまらない業務と

いう意味である。2 番目に長い業務は「予算決

算に関すること」で 1 時間 9 分であった。3

番目に長い業務は「給与に関すること」で 0

時間59分であった。

　勤務日 1 日の共同実施に関する業務の内訳

についての集計結果は以下の通りである。合計

では，1 番目に長い業務は「上記に当てはまら

ない業務」で 0 時間29分であった。2 番目に

長い業務は「給与に関すること」で 0 時間 8

分であった。3 番目に長い業務は「予算決算に

関すること」で 0 時間 7 分であった。

3）勤務日 1 日の業務内訳（佐賀県・中学校）

　勤務日 1 日の勤務校に関する業務の内訳に

ついての集計結果は以下の通りである。合計

（事務長，事務主任，事務主管，主査，副主査，

主事）では，1 番目に長い業務は「上記に当て

はまらない業務」で 1 時間15分であった。2

番目に長い業務は「予算決算に関すること」で

1時間 4 分であった。3 番目に長い業務は「給

与に関すること」で 0 時間56分であった。

　勤務日 1 日の共同実施に関する業務の内訳

についての集計結果は以下の通りである。合計

では，1 番目に長い業務は「上記に当てはまら

ない業務」で 0 時間49分であった。2 番目に

長い業務は「給与に関すること」で 0 時間14

分であった。3 番目に長い業務は「予算決算に

関すること」で 0 時間 8 分であった。

4）�勤務日 1 日の業務内訳（佐賀県・小中一

貫校）

　勤務日 1 日の勤務校に関する業務の内訳に

ついての集計結果は以下の通りである。合計

（事務長，事務主任，事務主管，主査，副主査，

主事）では，1 番目に長い業務は「上記に当て

はまらない業務」で 2 時間 7 分であった。2

番目に長い業務は「給与に関すること」で 0

時間57分であった。3 番目に長い業務は「旅

費に関すること」で 0 時間56分であった。

　勤務日 1 日の共同実施に関する業務の内訳

についての集計結果は以下の通りである。合計

では，1 番目に長い業務は「上記に当てはまら

ない業務」で 0 時間52分であった。2 番目に

長い業務は「服務事務に関すること」で 0 時

間 8 分であった。3 番目に長い業務は「給与

に関すること」で 0 時間 7 分であった。

5）�共同実施グループ間で労働時間に差が大き

かった業務（佐賀県）

　共同実施グループ間で労働時間に差が大き

かった業務は以下の通りであった。労働時間の

差の算出方法は以下の通りである。共同実施グ

ループ単位で 1 人当たりの平均労働時間を業

務別に算出したうえで，最大値のグループと最

小値のグループの数値の差を出す。

　勤務校に関する業務では，「予算決算に関す

ること」で 4 時間51分の差があった。「上記に

当てはまらない業務」で 2 時間32分の差が

あった。「旅費に関すること」で 2 時間 6 分の

差があった。「給与に関すること」で 1 時間59

分の差があった。「学校徴収金に関すること」

で 1 時間57分の差があった。

　他方，共同実施の業務については，「予算決
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算に関すること」で 1 時間43分の差があった。

「上記に当てはまらない業務」で 1 時間42分の

差があった。「給与に関すること」で 0 時間40

分の差があった。「服務事務に関すること」で

0 時間24分の差があった。「施設・設備に関す

ること」で 0 時間21分の差があった。

6）勤務日 1 日の業務内訳（三重県・小学校）

　勤務日 1 日の勤務校に関する業務の内訳に

ついての集計結果は以下の通りである。合計

（総括主任，主管，主査，主事，その他）では，

1 番目に長い業務は「文書に関すること」で 1

時間25分であった。2 番目に長い業務は「上

記に当てはまらない業務」で 1 時間 4 分で

あった。3 番目に長い業務は「予算決算に関す

ること」で 0 時間55分であった。

　勤務日 1 日の共同実施に関する業務の内訳

についての集計結果は以下の通りである。合計

では，1 番目に長い業務は「給与に関するこ

と」で 0 時間34分であった。2 番目に長い業

務は「上記に当てはまらない業務」で 0 時間

20分であった。3 番目に長い業務は「予算決

算に関すること」で 0 時間14分であった。

7）勤務日 1 日の業務内訳（三重県・中学校）

　勤務日 1 日の勤務校に関する業務の内訳に

ついての集計結果は以下の通りである。合計

（総括主任，主管，主査，主事，その他）では，

1 番目に長い業務は「文書に関すること」で 1

時間19分であった。2 番目に長い業務は「上

記に当てはまらない業務」で 1 時間 9 分で

あった。3 番目に長い業務は「予算決算に関す

ること」で 0 時間51分であった。

　勤務日 1 日の共同実施に関する業務の内訳

についての集計結果は以下の通りである。合計

では，1 番目に長い業務は「上記に当てはまら

ない業務」で 0 時間32分であった。2 番目に

長い業務は「給与に関すること」で 0 時間28

分であった。3 番目に長い業務は「予算決算に

関すること」で 0 時間15分であった。

8）�共同実施グループ間で労働時間に差が大き

かった業務（三重県）

　共同実施グループ間で労働時間に差が大き

かった業務は以下の通りであった。

　勤務校に関する業務では，「物品に関するこ

と」で 3 時間10分の差があった。「文書に関す

ること」で 2 時間26分の差があった。「給与に

関すること」で 2 時間15分の差があった。「上

記に当てはまらない業務」で 2 時間13分の差

があった。「予算決算に関すること」で 1 時間

37分の差があった。

　他方，共同実施の業務については，「学校徴

収金に関すること」で 2 時間24分の差があっ

た。「上記に当てはまらない業務」で 2 時間 0

分の差があった。「教科書に関すること」で 1

時間35分の差があった。「人事事務に関するこ

と」で 1 時間30分の差があった。「給与に関す

ること」で 1 時間24分の差があった。

３　学校事務職員の意識調査の集計結果
（1）佐賀県の学校事務職員の意識調査結果

　「以前と比べて仕事の量が多くなった」とい

う質問文に対する回答のうち「とても感じる」

「わりと感じる」の肯定的回答の合計値を集計

した。小学校，中学校ともに約 7 割が肯定的

回答であった。さらに小中一貫校では 9 割が

肯定的回答であった。
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　「他の教職員と比べて，自分の業務量が多い」

への回答については，小学校，中学校ともに 2

割程度の肯定的回答であった。これに対して，

小中一貫校では 5 割近くが肯定的回答であっ

た。

　「同僚の教職員と良好な関係を築くことがで

きている」への回答については，小学校，中学

校，小中一貫校ともに肯定的回答が多かった。

小学校では 8 割，中学校では 7 割，小中一貫

校では 9 割が肯定的回答であった。

　「夜間や休日も仕事に負われている」への回

答については，小学校と中学校では肯定的回答

はほとんどなかった。これに対して，小中一貫

校では 4 割近くが肯定的回答だった。

　「自宅でも仕事をすることが多い」への回答

については，どの校種でも肯定的回答はほとん

どなかった。

　これらのことから以下のことが指摘できる。

まず，小中一貫校に勤務する事務職員が小学校，

中学校勤務と比較していわゆる「負担感」を強

く感じている。これは業務量の増大，他の教職

員と比較しての業務量の多さ認識，勤務時間外

の業務の認識がこの負担感を校正している。つ

ぎに，いずれの校種でも，学校事務職員の認識

に共通するのが，同僚との良好な関係，自宅で

の業務の少なさであった。

（2）三重県の学校事務職員の意識調査結果

　「以前と比べて仕事の量が多くなった」とい

う質問文に対する回答のうち「とても感じる」

「わりと感じる」の肯定的回答の合計値を集計

した。小学校，中学校ともに約 7 割が肯定的

回答であった。

　「他の教職員と比べて，自分の業務量が多い」

への回答については，小学校，中学校ともに 2

割程度の肯定的回答であった。

　「同僚の教職員と良好な関係を築くことがで

きている」への回答については，小学校，中学

校ともに肯定的回答が多かった。小学校，中学

校ともに 8 割強の肯定的回答であった。

　「夜間や休日も仕事に負われている」への回

答については，小学校と中学校では肯定的回答

は 1 割強であった。これは佐賀県と比較して

やや多い。

　「自宅でも仕事をすることが多い」への回答

については，小学校ではほとんど肯定的回答は

なかったが，中学校では 1 割程度が肯定的回

答であった。

　「十分な休養をとることができている」への

回答については，小学校では 4 割強，中学校

では 3 割強が肯定的回答であった。「疲労を感

じることが多い」への回答が小学校，中学校と

もに 5 割強であったことと合わせて考えると，

学校事務職員の疲労感の解消には課題があるこ

とが推測できる。

　三重県については共同実施に関する意識調査

も行った。

　「若手の事務職員を育成する機会として，共

同実施は機能している」への回答については，

小学校で 9 割強，中学校でも 9 割であった。

　「共同実施により，事務職員相互で情報の共

有化が進んでいる」への回答については，小学

校では10割近く，中学校でも10割近くが肯定

的回答であった。

　「共同実施により，事務の正確性が向上して

いる」への回答については，小学校，中学校と

もに10割近くが肯定的回答であった。

　これらはいずれも共同実施を導入してよかっ
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た点とまとめることができる。他方，共同実施

を導入しての課題も指摘された。

　「共同実施により，学校間で業務量の差は小

さくなっている」への回答については，小学校

で 5 割，中学校でも 5 割が肯定的回答であった。

つまり，半数は否定的認識を持っている。

　「共同実施により，教員の事務負担は軽減し

ている」への回答については，小学校で6割強，

中学校で 5 割強が肯定的回答であった。特に

中学校では教員の事務負担軽減効果を感じてい

ない事務職員も半数近くいることが指摘できる。
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Abstract

This research had two purposes as follows. The first 

was to measure working hours of school administrative 

staff in prefectures where school administrative work 

cooperation policy has been introduced. Especially, we 

examined how long the staff spent doing each task, and 

whether introducing the school administrative work 

cooperation policy made differences in the working 

hours of the staff in small schools. The other was to 

examine the working attitudes of staff in prefectures that 

have introduced the work cooperation policy.

For these purposes, we conducted surveys among 

the school administrative staff in Saga and Mie 

prefectures, both of which have introduced the school 

administrative work cooperation policy. We obtained 

data from 297 school administrative staff in Saga and 

199 staff in Mie. The information from the sample data 

is summarized as follows.

1)  Working activities of the school administrative 

staff in Saga prefecture are different from those 

in Mie prefecture. In Saga, the staff spend many 

hours performing various tasks involving school 

administrative work, while the staff in Mie spend 

more hours on tasks related to teachers’ pay.

2)  Saga has many integrated elementary and 

secondary schools. In Saga, the total number 

of working hours of the staff in integrated 

elementary and secondary schools was the 

longest among all types of school.

3)  Differences in school administrative staff working 

hours are still large among schools even in the 

prefectures that have introduced the cooperation 

policy. Therefore, the cooperation policy does not 

always reduce staff working hours.

4)   According to the summary statistics on 

working attitudes in Mie prefecture, the school 

administrative work cooperation is thought 

to promote fostering young staff information 

sharing, and accuracy of work. On the other 

hand, about half of the staff reported that the 

cooperation does not make a difference to their 

working hours in small schools and cooperation 

results in a heavy staff workload.
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